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日時：令和７年（2025年）７月 23日（水）10:30～11:35 

場所：北海道立消費生活センター くらしの教室 
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令和７年度 北海道消費者苦情処理委員会議事録 

 

日 時：令和７年（2025年）７月 23日（水） 10時 30分～11時 35分 

 

場 所：北海道立消費生活センター くらしの教室 

 

出席者：別紙「出席者名簿」のとおり 

 

議 題：１ 議事 

委員長等の選出 

２ 説明事項 

北海道消費者苦情処理委員会の概要について 

３ 報告事項 

（１）令和６年度における付託案件の検討状況について 

（２）令和６年度における消費生活相談の状況について 

（３）令和６年度食品表示法、景品表示法、特定商取引法及び北海道消費生活条例に基づく行政 

措置の状況について 

４  その他 

 

議 事 

（開会） 

太田課長補佐 

 

 

（挨拶） 

太田課長補佐 

 

 

 

髙木局長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは、ただいまから令和７年度北海道消費者苦情処理委員会を開会いたし

ます。 

 

 

私は事務局の消費生活課太田と申します。よろしくお願いいたします。 

開会にあたりまして、北海道環境生活部くらし安全局長の髙木より御挨拶申し

上げます。 

 

改めましておはようございます。 

環境生活部くらし安全局長の髙木でございます。委員の皆様にあっては、本日

大変お忙しい中、御出席をいただき、厚く御礼を申し上げます。 

また、日頃から道の消費者行政の推進に御協力いただいておりますことにつき

まして、重ねてお礼を申し上げます。 

本委員会は、消費者と事業者との間の商品や役務に関するトラブルについて、

消費生活センターでの処理が困難となっている事案を対象に、あっせん、あるい

は調停により解決を図るための知事の附属機関となっており、これまで３件の付

託案件について、処理を行っていただいてきたところでございます。 

最近の道内での消費者被害の状況を見ますと、インターネット通販、それから

ＳＮＳ関係の相談件数が増加傾向にあり、特にＳＮＳ関係では、40 代以降の働き

盛りの世代の方々からの、多くの相談が寄せられているというような状況でござ

います。 

こうしたデジタル化の進展は、消費者の利便性の向上に大きく寄与する一方

で、手口が多様化、それから巧妙化し、消費者トラブルに遭う可能性が高くなる

ことが懸念されるところでございます。 

道といたしましては、今後ともこうした消費者被害の状況を注視しつつ、消費

者の皆様への啓発、それから、情報提供を充実させるとともに、関係法令の厳正

な執行による消費者取引の適正化に、引き続き取り組んでまいる考えでございま

す。 
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（定足数） 

太田課長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己紹介） 

磯山委員 

 

 

 

 

 

 

伊藤委員 

 

 

 

 

遠藤委員 

 

 

 

 

 

 

牧委員 

 

 

 

 

 

 

 

細井委員 

 

 

結びになりますが、委員の皆様におかれましては、それぞれの立場から、一層

の御指導、御協力を賜りますよう心からお願い申し上げ、簡単ではございます

が、開催にあたっての御挨拶とさせていただきます。 

本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

本日は７名の委員の皆様全員に御出席いただいておりますので、北海道消費生

活条例施行規則第 30 条第２項の規定によりまして、会議が成立しておりますこと

を御報告いたします。 

なお、本日の委員会は公開とさせていただいております。 

また、会議録につきまして、委員の皆様に内容確認の上、後日、道のホームペ

ージで公表させていただきますので、あらかじめ御承知おきください。 

それではまず、お手元の資料の確認をさせていただきたいと思います。まず次

第と出席者名簿、資料１といたしまして、令和６年度消費生活相談の状況という

カラーの資料、それから資料２といたしまして、令和６年度における食品表示

法、景品表示法、特定商取引及び北海道消費生活条例に基づく行政措置の状況に

ついてという２枚ものの資料、最後に参考資料として、北海道苦情処理委員会に

ついてという２枚ものの資料でございます。皆様お手元におそろいでしょうか。 

それでは、本日、委員改選後最初の委員会となりますので、最初に委員の方々

から一言ずつ自己紹介をお願いしたいと思います。 

大変恐縮ですが、磯山委員から、反時計回りにお願いいたします。 

 

 

初めまして。私、消費生活アドバイザー・コンサルタント協会の北海道支部の

支部長をしております磯山と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

前回もやらせていただいておりますので多分出席３回ぐらいになるのですけれ

ども、非常に毎回有意義なお話ができて、貴重なお時間だと思っております。 

どうぞ皆様の、私もそうですけど、思ったことを率直にお伝えすればいいかな

と思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

全国消費生活相談員協会から参りました、伊藤と申します。札幌市消費者セン

ター相談室で 19 年ほど勤務しております。長い流れの中で、消費者相談は本当に

世に連れ変わっていくものだなあとつくづく実感している次第です。 

今日も有意義な時間となりますよう、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

弁護士の遠藤と申します。よろしくお願いいたします。弁護士になりまして、

今年で６年目になります。消費者保護委員会という形で、札幌弁護士会のほうで

活動させていただいております。 

こちらの会議では最新の消費者トラブルについて、お互いに情報共有を含めま

して私たちも大変勉強になっておりますので、どうぞ引き続きよろしくお願いい

たします。 

 

皆様はじめまして。北海道大学法学部で教授をしております牧と申します。専

門分野は民法と消費者法になりますので、本日のこのような会合に参加できるこ

と、大変光栄に、またうれしく思っております。 

消費者トラブルの実態というものを、私自身が目にする、あるいは、被害に遭

った方の声を聞くということがなかなかありませんので、こうした場を通じて勉

強させていただくということで、大変ありがたいと思っております。 

どうぞ今後ともよろしくお願いいたします。 

 

札幌の弁護士の細井と申します。よろしくお願いいたします。札幌弁護士会の

消費者保護委員会の委員長を務めております。 

これまで、この会議では、最新の消費者被害などについて情報共有させていた
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田中委員 

 

 

 

 

 

 

瀧川委員 

 

 

 

 

 

 

太田課長補佐 

 

 

鏡課長 

 

太田課長補佐 

 

小林課長補佐 

 

太田課長補佐 

 

吉木係長 

 

太田課長補佐 

 

田原主幹 

 

（議事） 

太田課長補佐 

 

 

 

鏡課長 

 

 

 

 

 

 

委員各位 

 

鏡課長 

 

 

だいておりました。 

弁護士の立場として、今後どのように消費者被害に当たっていくことができる

かといったことも検討しながら、皆様と情報共有させていただきたいと思いま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

初めまして、北海道信用保証協会の田中でございます。委員をお受けさせてい

ただいて今回初めての参加となります。どうぞよろしくお願いします。 

北海道信用保証協会では、中小企業小規模事業者が、金融機関から資金調達す

る際の公的な保証を付けさせていただく資金繰り支援ですとか、研修に取り組ん

でいるところでございます。 

皆様、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 

 

弁護士の瀧川と申します。今回初めての参加となります。 

遠藤先生、細井先生と同じく、弁護士会では、消費者保護委員会に所属してお

ります。弁護士としても消費者トラブルに遭われた方の相談をお受けすることも

あるのですが、なかなか解決が難しいというようなこともありますので、こうい

った場に参加させていただいて、実態を学ばせていただければと思います。 

よろしくお願いいたします。 

 

ありがとうございました。続きまして、事務局の紹介をさせていただきます。

まず、環境生活部くらし安全局消費生活課長の鏡でございます。 

 

鏡でございます。よろしくお願いいたします。 

 

同じく消費生活課の課長補佐、小林でございます。 

 

小林でございます。よろしくお願いいたします。 

 

同じく、消費生活課、取引適正化係長の吉木でございます。 

 

吉木です。よろしくお願いいたします。 

 

道立消費生活センター、相談支援グループの田原主幹でございます。 

 

田原です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

それでは、ただいまより議事に入らせていただきますが、委員長が決まってお

りませんので、委員長選出までの間、消費生活課長の鏡が進行を務めさせていた

だきます。 

 

消費生活課長の鏡でございます。委員長選出までの間、進行役を務めさせてい

ただきます。よろしくお願いいたします。 

それではまず委員長の選出を行いたいと思います。本委員会の委員長につきま

しては、北海道消費生活条例第 46 条第１項の定めによりまして、委員の互選によ

り選出するということになっております。委員長の選任方法につきましては、推

薦により、お取り計りしたいと考えておりますが、よろしいでしょうか。 

 

（了承） 

 

ありがとうございます。それでは推薦の方法をとらせていただきます。どなた

か推薦される方はいらっしゃいますでしょうか。 
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遠藤委員 

 

鏡課長 

 

 

 

 

委員各位 

 

鏡課長 

 

細井委員 

 

鏡課長 

 

 

 

 

 

 

細井委員長 

 

 

 

 

 

 

 

牧委員 

 

細井委員長 

 

 

委員各位 

 

細井委員長 

 

 

牧委員長代理 

 

 

細井委員長 

 

 

 

 

 

（説明事項） 

太田課長補佐 

 

 

 

 

細井委員を委員長に推薦します。 

 

はい。ありがとうございます。ただいま、細井委員を推薦するという発言がご

ざいました。その他、御推薦等ございませんでしょうか。 

他にはないようですので、それでは細井委員に委員長をお願いするということ

で、御異議ありませんでしょうか。 

 

（異議なし） 

 

異議なしということですので、細井委員、お受けいただけますでしょうか。 

 

（了承） 

 

ありがとうございます。それでは委員長は細井委員に決定をいたしました。 

細井委員、それでは委員長席に御着席の上、一言御挨拶をお願いいたします。

それでは、これからの会議の進行につきましては、委員長よりよろしくお願いし

たいと思います。 

ここで、髙木につきましては他の公務の予定がございますので、退席をさせて

いただきます。 

 

それではこのたび委員長に御推薦いただきまして、皆様から選任していただき

ました、弁護士の細井でございます。しっかりと頑張って参りますので、どうか

よろしくお願いいたします。 

それではまず、委員長代理の指名を行いたいと思います。北海道消費生活条例

第 46 条第３項では、委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委

員が、その職務を代理すると規定されております。委員長代理には、牧委員を指

名したいと考えておりますが、牧委員よろしいでしょうか。 

 

（了承） 

 

ありがとうございます。ただいま、牧委員に御了承いただいたところですが、

他の委員の皆様もよろしいでしょうか。 

 

（了承） 

 

それでは、委員長代理は牧委員に決定いたしました。牧委員、委員長代理席に

御着席ください。牧委員長代理、一言御挨拶お願いいたします。 

 

委員長代理を拝命しました牧でございます。微力ながら委員長を補佐する立場

として、精一杯努めたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

 

ありがとうございました。それでは、次第に基づき会議を進めますので、委員

の皆様の御協力をお願いいたします。 

それでは４の説明事項の北海道消費者苦情処理委員会について、及び５の報告

事項の（１）令和６年度の付託案件の検討状況について、事務局より説明をお願

いいたします。 

 

 

はい。それでは、次第の説明事項と、報告事項の（１）につきまして、続けて

御説明をいたします。 

まず、北海道消費者苦情処理委員会の概要についてでございます。恐れ入りま

すが、参考資料を御覧いただけますでしょうか。本日、委員改選後最初の委員会

ですので、まずは苦情処理委員会の概要について簡単に御説明いたします。 
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（報告事項） 

太田課長補佐 

 

 

本委員会は、１の委員会の概要についてのとおり、消費者の苦情の適切かつ迅

速な処理に一層資するよう、消費者の苦情のあっせんなどを行わせるための知事

の附属機関でございます。設置は昭和 50年 10月 27日でございます。 

これまで、２の付託案件の概要と処理結果のとおり、３件、事案を処理してい

ただいております。その中身といたしましては、まず、訪問販売におけます宝石

類の購入契約に関する苦情事案、これにつきましては申立人が知人から誘われて

行ったセッション会場で事業者から悪霊がついていると言われて、宝石を購入す

れば運が上昇して病気も直るので買いましょうということで、宝石類の購入契約

を締結したけれども、その後、何の効果も現れなかったため、道立消費生活セン

ターに相談に至ったものでございます。消費者は契約の解約を申し立てました

が、交渉が難航して、他にも同様の消費者苦情が道内の消費生活センターに寄せ

られていたことから、本委員会へ付託されたものでございます。最終的には和解

成立ということでございますが、和解の成立までおよそ 12 ヶ月を要した事案でご

ざいます。 

次が訪問販売による家庭用医療機器などの購入契約に関する苦情事案。申立人

が３人いらっしゃいまして、腰の曲がりが取れる、この治療器に寝るだけでリウ

マチが良くなるなどと、あたかも病気が治るかのような勧誘を受けまして、医療

機器などの購入契約を締結しております。ただその後、そのような効果がないと

して、販売会社に契約の解除と返金を求めたところ、販売会社に拒否されました

ため、道立消費生活センターに相談に至ったものでございます。センターでのあ

っせん交渉も難航いたしまして、処理が困難になったということで、本委員会へ

付託されました。付託の決定から解決までおよそ２週間を要した事案でございま

す。 

最後にシロアリ駆除契約に関する苦情事案。申立人は自宅床のきしみが気にな

って、事業者紹介サイトで紹介された事業者にシロアリ点検を依頼いたしまし

た。点検の結果すぐに駆除したほうがいいと言われたので、駆除費用は紹介サイ

トに掲載されていた金額よりもはるかに高額だったのですが、その場で駆除を依

頼しております。作業完了後、見積書がなかったことや、作業自体の内容に非常

に不信感を持った申立人が道立消費生活センターに支払代金の返還について相談

をいたしました。センターでの事業者とのあっせん交渉が難航しましたため、本

委員会に付託されたものです。付託の決定から解決まで、およそ６ヶ月を要して

おります。 

次に参考資料２ページ目の別紙処理フローを御覧ください。スクリーンにも同

じ資料を投影しておりますので御参考にしながら、御覧いただきたいと思いま

す。 

まず、事業者と消費者の間でトラブルが発生いたします。それで消費生活セン

ターに相談いたします。相談を受けた消費生活センターにおいて、あっせんを行

ったものの不調に終わってしまって、苦情処理委員会への付託が必要と判断した

場合に、①当課に対して調整会議への付議の依頼が行われます。調整会議におい

て付託相当となった場合、②調整会議から環境生活部長への付託を決定いたしま

す。付託決定後、当課から消費生活センターへ、③付託決定の通知を行います。

また、④消費者から苦情処理委員会への付託に係る同意書を提出していただいた

上、⑤苦情処理委員会へ付託される、という流れになります。苦情処理委員会に

おいて、あっせんまたは調停を開始する場合には、苦情処理委員会から、消費者

及び事業者双方に対して、⑥あっせんまたは調停開始の通知を行い、処理を進め

ることになります。苦情処理委員会における処理が終了したときは、苦情処理委

員会から環境生活部長へ、⑦その結果を報告した上、⑧結果の公表という流れに

なっております。 

 

 

次に、報告事項（１）令和６年度における付託案件の検討状況についてでござ

いますが、令和６年度は、苦情処理委員会へ付託すべき事案はありませんでし

た。従いまして調整会議の開催実績はございません。 
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細井委員長 

 

 

 

太田課長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上でございます。 

 

ただいまの説明におきまして、何か御質問ございますか。 

次に、５報告事項の（２）令和６年度における消費生活相談の状況について、

事務局より説明をお願いいたします。 

 

はい。続きまして私から、令和６年度消費生活相談の状況という資料で説明を

させていただきます。 

こちらは、令和６年度に道立消費生活センターが処理しました消費生活相談の

状況についてです。資料の数値につきましては、道立消費生活センターが発行し

ております各年度の消費生活相談報告書に基づいております。 

ページ２をお開きください。令和６年度の消費生活相談件数は、6212 件と、令

和５年度と比較いたしまして 15.3％、1123 件の減少となっております。令和５年

度、６年度と減少幅は大変大きくなっておりますけれども、令和元年度までは概

ね 6000 件前後で推移してきたということがございますので、令和２年度に、実は

8873 件に急増して以降、４年かかって元の水準まで戻ったものというふうに我々

としては認識をしております。契約当事者の年齢別に見ますと、すべての年代で

減少しておりますが、減少幅という意味では、60 歳代で前年度比の減少が少なく

なっており、相談全体の中では、60 歳代の割合が増加しているともいえると思い

ます。 

なお、令和４年度の成年年齢の引き下げによりまして、影響が懸念されており

ました 20 歳未満の年齢階層の相談件数が、27％の減少となっておりまして、その

中でも、成年とされた 18歳、19歳の相談件数、こちらは青字で内数としてお示し

しておりますけれども、目立った増減はあまり見られてないところでございま

す。この 20 歳未満の相談で昨年度比で減少に寄与しているのは、インターネット

ゲームなどの他の教養娯楽に関する相談、こちらが 20 件ほど減ったということに

なっております。また、契約当事者の職業別でございますが、すべての属性で減

少する中、家事従事者は１件しか減少しておりませんで、全体の相談件数が減少

傾向にあることを踏まえれば、実質的に増加しているといえると思います。 

次に、３ページを御覧ください。こちらの表は、販売購入形態別の相談件数の

推移を示してございます。一番上の店舗購入と、一番下にございます不明・無関

係を除く、７つの形態を特殊販売というふうに整理をしております。その中でも

３／４、概ね 75％を占めております通信販売でございますけれども、令和５年度

が 674件、令和６年度には 570件と減少が続いております。その中でも減少幅が大

きいものといたしましては、化粧品、娯楽等情報配信サービスに関する相談が挙

げられます。娯楽等情報配信サービスというと、大体アダルト情報サイトのワン

クリック請求など、そういったものが、相談として多く寄せられております。ま

た、訪問販売、電話勧誘販売の２つの不招請勧誘の相談につきましても、同様に

減少傾向にはありますけれども、特殊販売全体に占める割合は概ね横ばいとなっ

ておりまして、一定のボリュームを保っていることがわかると思います。 

続きまして、４ページを御覧ください。ここからは、特殊販売の類型ごとに各

年齢層の散らばりを見ていきたいと思います。 

まずは訪問販売でございます。全体が300件程度ですと、年齢層によっては数件

で大きな変動幅になっておりますけれども、傾向としてはやはり 70 歳以上が、そ

の他の年齢層と比べて、特に多くなっていることが見て取れます。訪問して契約

の勧誘を行うという販売形態の特性上、家にいる、在宅しているというその時間

が、他の年齢層に比べて長いということが、要因として大きいのではないかとい

うふうに考えております。 

次に、５ページを御覧ください。通信販売でございます。こちらの規模になり

ますと、各年齢層ともに一番最初に御説明した、相談件数の減少割合に概ね沿っ

た動きとなっております。昨年度比で 571 件、約 20％の減少でございますが、イ

ンターネット通販は幅広い世代に利用されてございますことから、年齢を問わ

ず、相談が寄せられていることがわかります。 
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それでは、６ページを御覧ください。電話勧誘販売でございます。こちらの規

模感としては訪問販売よりも多少ボリュームがあるといったところで年齢等によ

って減少幅に濃淡はございますが、やはり 60 歳代以上で、相談件数が多くなると

いう傾向は以前から変わっておりません。ただし、副業のサポート、投資で儲か

る、そういった方法を教えるといったような金融コンサルタントなどでは、オン

ライン会議システムですとか、通話アプリなどで勧誘を受けるケースが多いこと

から、若年層も一定程度の相談が寄せられているというのが現状でございます。 

次に７ページを御覧ください。こちらは件数が少ないので２つ載せてございま

す。まず、マルチ・マルチまがい取引、それから訪問購入の年齢別相談件数でご

ざいます。マルチ・マルチまがい取引につきましては、近年どの年齢層でも１桁

での推移となってございまして、年度による振れ幅が大きくなりますが、減少傾

向にございます。特にターゲットにされやすい若年層での減少が大きく寄与して

いるものと思われます。逆に訪問購入のターゲット層は明確に 70 歳以上となって

おりまして、いわゆる終活ですとか、遺品整理などにつけ込んだ悪質業者による

ものというふうに考えております。 

次に８ページを御覧ください。こちらは、その他無店舗、それからネガティブ

オプションの相談件数でございます。その他無店舗とはショッピングモールでの

ブース出店、よく水などを売っておりますが、ホテルのイベント会場での出店、

お祭りの露店などといったものでございます。ここで挙げているものは、どの年

齢層でも件数がわずかでございまして、ここから傾向を読み取ることはちょっと

無理かなというふうに考えております。ただし、ネガティブオプションに関しま

しては、令和２年度に 77 件の相談が実はございましたけれども、令和３年の法改

正で、商品の送付を受けたものは送りつけられた商品を直ちに処分できるとされ

ましたことから、令和３年度以降はほぼ相談がなくなっております。なお、令和

６年度の不明 14件につきましては、ある出版社から、全く違う 14の事業者宛に出

版物が送りつけられたという相談が一時期、集中いたしまして、この事情に関し

ましては非常に特異な案件だというふうに考えております。基本ネガティブオプ

ションに関しては相談件数はほぼないのかなというのが印象でございます。 

では次に、９ページを御覧ください。こちらは、商品大分類での相談件数の推

移を示してございます。商品では、上から２番目の食料品、このうち６割が健康

食品に関するものになっております。前年度に比べて 50 件程度の増。食料品とい

うくくりで、三桁の相談を寄せられているのは、健康食品だけでございますの

で、健康食品の増がそのまま増減に影響しているということが言えます。また、

保健衛生品447件のうち、化粧品が７割を占めておりまして、化粧品に限って言い

ますと、前年度比では200件強の減少となっておりまして、これも先ほどの食料品

同様、保健衛生品の中では、化粧品に関する相談件数が突出していますことか

ら、化粧品に関する相談件数がそのまま影響したということが言えます。 

ここで中段から下の役務に関しまして御説明いたしますと、インターネット通

信サービスですとか、移動通信サービスなどを含む８番目、運輸通信サービスが

最も多くて560件、レンタル・リース・貸借、これは上から２番目になりますけれ

ども、これが514件となっております。このレンタル・リース・貸借をさらに細か

く見ますと、そのうち 424 件、レンタル・リース・貸借の中での 82％強が退去時

の原状回復などに関する集合住宅の相談となっておりまして、同じ内容の相談内

容ということでは、レンタル・リース・貸借が圧倒的に多いということがいえる

と思います。なお、他の役務につきましても大分類では大きな数字を占めており

ますが、こちらは外食や食事の宅配、簡単に儲かるといった副業サポート、イン

ターネットで質問すると、専門家から回答が得られる有料質問サイト、光回線の

アナログ戻しなど、分類上他におさまるものがないという雑多な相談が多く積み

上がった結果、まとまった数字になっております。 

それでは最後に 10 ページ。今御説明した大分類をさらに細かくした商品、役務

別の相談件数の上位について御確認いただきます。近年はレンタル・リース・貸

借がほぼ１位と言ってもいい状況でございまして、令和４年度に化粧品の定期購

入トラブルがドンと急増いたしました結果、この年は２位に順位を下げておりま
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すけれども、５年度６年度も高止まりが続いているという状況でございます。 

レンタル・リース・貸借につきましては、苦情の内容は、ほとんどが退去時の

原状回復に関するものでございます。また、インターネット通販における定期購

入トラブルのもう１つの主役は健康食品でございまして、化粧品と健康食品は必

ず上位５位までに入っております。商品一般、役務その他は他に分類できる項目

がないということで雑多な商品、役務が集まっているため毎年それなりの数にな

って、上位に入っておりますけれども、それ以外の商品、役務別でいきますと、

インターネット通信サービスと他の教養娯楽、移動通信サービス、この３つは順

位を入れ替えながら常に上位に入賞しております。なお、インターネット通信サ

ービスは主に光回線に関する相談、他の教養娯楽は、インターネットゲームや出

会い系サイトに関する相談、移動通信サービスは、携帯電話サービスに関する相

談が多く寄せられています。 

令和６年度で注目していただきたいのが、11 位になりますが、医療の 148 件で

ございます。令和５年度は 92 件で、ランク外でございましたが、令和６年度は

60％の増で、上位にランクインしたということになっております。こちらは医療

脱毛サロンの倒産によって、施術を受けることができなくなったという相談が増

加したものでございますので、今後とも注視していきたいというふうに考えてお

ります。 

消費生活相談の状況については以上でございます。 

 

ただいまの説明につきまして、何か質問等はございますか。 

 

伊藤です。６ページの一番下の段に、副業関連で、オンライン会議システムや

通話アプリで勧誘を受けるケースが多いことから、若年層も一定程度の相談ケー

スとなっている、ということですが、具体的に言いますと、無料メッセージアプ

リ等から、会議アプリ、で勧誘を受けているケースかと思われるのですけれど

も、会議アプリの場合は電話勧誘販売に分類されますが、事業者はそういうこと

を認めないということで、あっせんに入るケースが多いのではないかと思いま

す。こういった相談が非常に増えていることから、相談員のマンパワーも限りが

あるので、言い方を変えると非常に手のかかる相談、１件の相談に何十件の交渉

電話がぶら下がっているような状況になるかと思うのですが、今年度の全体的な

件数が少し減少しているということに、交渉に時間がかかるということが影響し

ていると考えられるのでしょうか。 

 

北海道立消費生活センターの田原と申します。今、御質問のありましたあっせ

んに時間がかかるようなものが多いということで、相談全体の件数が減少してい

るのではないかという御指摘ですが、それももちろん１つあると思います。相談

員の人数に限りがありますし、時間も制約がありますので、もちろん相談はたく

さん受けた方がいいのですが、あっせん交渉する場合はその分、受け付けること

ができないことになりますので、今おっしゃったように、定期購入も含めて、あ

っせんする案件が多くなれば必然的に新規で受け付ける件数がどうしても物理的

に難しくなるというのは要因の１つとして考えられると思います。 

 

ありがとうございます。 

 

他に御質問はございますか。 

 

代理の立場で、質問失礼いたします。特に若者が被害に遭っているケースとし

て、被害というか相談をしている数が多い件数としてエステティックサロンとそ

れから美容医療が多いと思うんですけれども、この消費生活センターの相談件数

の資料の中でいうと、エステティックと美容医療、美容医療は先ほどの令和６年

度のこの医療の中に含まれるということでわかったのですけれども、エステティ

ックに関してはどこのカテゴリーに入るのかということをまず教えていただきた
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いということが１点目です。１点目で質問を区切ります。 

 

最終ページ 10 ページの中で言いますと、エステティックサービスは令和５年度

の下から５番目、理美容に含まれています。令和６年度の医療というのは、医療

脱毛の倒産だったのですが、令和５年度は、脱毛エステの倒産がありまして、こ

ちらは弁護士会にも御協力いただいて、被害者の説明会を行っていただいたりし

たような案件で、令和５年度はエステの倒産で件数が多いというような状況にあ

ります。 

 

ありがとうございます。２点目の質問、同じくこのエステとか美容医療の話な

のですが、令和５年度と令和６年度の、このカテゴリーのランキングとして上位

に上がってきた理由として先ほど倒産っていうものが考えられるということだっ

たのですけども、逆に言うとそういった倒産とかがない場合は、比較的その相談

件数としてはそんなに上がってこないのですか。 

 

一定数の相談はありまして、どうしてもエステとか、医療脱毛になりますと、

自分が思っていたような感じの、主観的な要素で思ったような効果が得られない

ですとか、比較的高額な契約になりがちだということがありますので、一定数の

苦情はあります。倒産の案件がないからといって、件数が全然ないというわけで

はありません。 

 

ありがとうございました。 

 

他に質問はございますか。 

私からも１点質問として。 

相談件数で、退去費用の相談が常に上位を占めているということで、これは弁

護士会の無料相談の方にも相談をお受けすることがすごく多いものではあるんで

すが、ただ、目安というか本や冊子などがあって、大体のものが決まって、それ

に即しての説明をするというような形にはなるかと思うんですけれども、相談が

全く減らないっていうところが、ちょっと理由として、なぜなのかなっていうと

ころが少し気になっていて、毎年３月ですとか、年度末になると引っ越したい人

が多いので、それに伴うところはあるかとは思うんですけれども、大体の目安の

周知が行き届いていないのか、それとも、そういったことを全然理解しない大家

さんが多いのかというところが、ちょっと抽象的な質問で申し訳ないですけれ

ど、教えていただければと思いました。 

というのもこういった相談が毎回多いので、何かできないかということを考え

る上で、対策の元になるのかなというふうに思った次第です。すいませんちょっ

と答えづらい質問かと思いますけれども、教えていただければと思います。 

 

答えはなかなか難しいところではあります。皆さんいろいろ思われているとこ

ろはあると思うんですけれども、一つは委員長がおっしゃるとおり、消費者にま

だ原状回復のガイドラインが浸透していないという、そこは、消費者啓発とか消

費者教育で、もっとこの分野について、やっていく必要があるのかと思います。 

二つ目としてどちらかというと、大家というよりは管理会社なんじゃないかな

とは思うんですね。札幌市消費者センターの方も委員としていらっしゃいますの

でわかると思うんですけど、退去費用に関して同じ会社のトラブルが少なくない

ので、事業者側の問題もあるかと思います。 

 

ありがとうございます。ガイドラインは弁護士会の相談センターにも置かせて

いただいて、それを持っていって知っていらっしゃる方もいるんですけれども、

中には知らないという方もいて、私の方で渡したりはするんですけど、ただ本当

に軒並み相談内容がどうなのかな、金額がちょっと過大すぎるっていう傾向だっ

たものですから、その辺教えていただければというふうに思いました。裁判とか
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そういったところの意識を消費者の方にも持ってもらったりとか、相談センター

の方に行っていただいてっていうことを繰り返して、少しでも管理会社の意識を

変えていくとか、そういった形になるんでしょうか。すいません、ちょっと個人

的な質問になってしまいまして、申し訳ありません。 

ありがとうございます。 

 

他に何か御質問はございますか。 

そうしましたら次に、５の報告事項（３）令和６年度における食品表示法、景

品表示法、特定商取引法及び消費生活条例に基づく行政措置の状況について、事

務局より説明をお願いいたします。 

 

はい。それでは、資料２に基づきまして、御説明させていただきます。 

食品表示法及び景品表示法ということで、まず概略を御説明させていただきた

いんですが、食品表示法は、食品衛生法、農林物資の規格化等に関する法律、い

わゆるＪＡＳ法、あと健康増進法と統合しまして、平成２７年７月から施行され

ているところでございます。法の目的は食品を摂取する際の安全性及び一般消費

者の自主的かつ、合理的な食品選択の機会の確保のために、あらかじめ定められ

た基準に基づきまして、食品関連事業者に表示をしていただくことになっており

ます。 

法律の執行体制ですが、消費者庁が横断的に執行しております。道では品質事

項と衛生保健事項で所管が異なっておりまして、衛生保健事項につきましては保

健所が担当しております。当課で所管しているのは品質事項となりまして、札幌

市内にのみ事業所を有する事業者を除きまして、道内のみに事業所を有する事業

者が販売する食品表示の法執行を所管しております。なお、道内の事業所以外、

道外にも事業所がある場合は、農林水産省出先機関の北海道農政事務所が所管と

なっております。農政事務所では情報や専門のノウハウを持っておりますので、

日頃から情報共有などを行いまして、連携して取り組んでいるところです。当課

が所管しております品質事項は、原材料名、原料原産地名、内容量、原産地、原

産国などの表示になります。表示方法は食品表示基準で定められておりますの

で、ルール違反や事実と異なる場合など、指導や指示などの行政措置を行ってお

ります。 

次に、景品表示法につきましても簡単に御説明させていただきます。景品表示

法は正式には不当景品類及び不当表示防止法という法律で、商品サービスの品

質、内容、価格等を偽って、不当な表示を行うことを厳しく規制するとともに、

過大な景品類の提供を防ぐために、景品類の最高額等を制限することなどによ

り、消費者がよりよい商品・サービスを自主的かつ合理的に選べる環境を守る法

律となっております。法律の執行体制ですが、これも消費者庁が措置命令や課徴

金納付命令などを行っておりますが、消費者庁の調査は公正取引委員会に委任し

ておりまして、消費者庁による北海道内事業者の事案は、公正取引委員会事務

所、北海道事務所で調査を行っているところです。都道府県でも措置命令・指導

ができるため、当課で事務を所管しております。 

それでは資料に戻りまして、資料２－１の、食品表示法・景品表示法の部分に

つきまして、御説明させていただきます。食品表示法及び景品表示法に基づく措

置ですが、令和６年度の食品表示法につきましては、指示が１件、行政指導が２

５件。景品表示法は措置がゼロ件、行政指導は 14 件となっております。裏面を御

覧ください。食品表示法の行政指導 25 件の内訳についてですが、生鮮食品が 13

件、加工食品が 12件となっております。平成 12年から生鮮食品の店頭表示が義務

化されておりますが、小売店ではいまだに徹底されておらず、指導対象となる場

合が多くなっております。また、加工食品においては、令和４年４月からすべて

の加工食品に原料原産地表示が義務化されましたが、実際と異なる表示をした

り、ルールを遵守していない事業者に対して、措置や指導を行っているところで

す。 

景品表示法につきまして、行政指導 14 件、この内訳としましては、景品類の金
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額規制を超過した不当景品類等の指導が１件。実際のものよりよい品質だと誤認

させたとして、優良誤認表示の指導が９件、価格が変更になっているのにもかか

わらず、店頭の表示がそのままであるなど、有利誤認表示の指導が４件となって

いるところです。２の食品表示法に基づく措置の内容でございますが、指示を行

った場合は内容を公表することになっています。令和６年度に指示公表となった

のは、生活協同組合コープ札幌で、対象商品が、「北の網焼きいか」と称するい

か加工品でございました。 

違反内容は原材料に使用されているいかの原産地がチリ、またはペルーと外国

産でありましたが、いかの種類を確認していないにもかかわらず、容器包装のラ

ベルに原料原産地、青森、いかの種類を赤いか青森産と表示しておりました。事

実と異なる内容を表示していた食品表示法違反ということになります。販売期間

は令和４年 11月 11日から令和５年 10月４日まで、販売数量が 6369個で、コープ

さっぽろの全店ではなく、限られた店舗で異なる表示がされていました。 

違反が発覚してすぐに表示を修正しまして、可能な限りの返金対応等を終えて

いるところでございます。食品表示と景品表示につきましては以上でございま

す。 

 

引き続きまして、特定商取引法及び北海道消費生活条例に基づく措置について

御説明をいたします。当課におきましては、特定商取引法に定められております

７類型の他に、北海道消費生活条例で不当な取引方法として 65 項目の行為を定め

てございまして、それに違反するものに対して、勧告を行ったり、行政指導を行

ったりというような、そういう措置を行っております。 

それでは資料の３ページを御覧いただけますでしょうか。こちらにありますよ

うに令和６年度では特定商取引法に基づく措置はしておりません。消費生活条例

に基づく措置につきましては調査妨害で公表を行った事案が１件、勧告を行った

事案が１件となっております。こちらは両方とも同じ会社に対して、別の措置を

行っております。最後に、行政指導につきましては 22 件行っておりまして、うち

訪問販売事業者が８件、通信販売業者が２件、電話勧誘販売業者が６件、訪問購

入が１件、こちらのその他店舗などというふうにありますが、こちらが特定商取

引法は適用されないが、北海道消費生活条例の不当な取引方法に該当するので指

導を行ったという、そういう事業者が５件ございました。 

次に４ページを御覧ください。条例に基づく行政措置の内容についてこちらに

詳細を載せてございます。条例に基づく調査妨害の公表、勧告ともに、株式会社

Ｌｉｎｋという、住宅リフォームや水道工事をやっております訪問販売業者に対

して行っております。同社は住宅リフォーム・水道工事などの訪問販売を行い、

住宅リフォームの契約を締結しておりますが、工事が契約どおりに実施されない

ですとか、電話をかけても応答がなく折り返しの連絡もない、といった消費者か

らの苦情が消費生活センターに寄せられていましたことから、営業の実態などの

調査を試みましたが、約束の期日に道庁に来庁せず、その後、電話などで何度か

連絡を取っているんですけれども、結局連絡がつかなくなってしまったというこ

とで、文書での報告を求めております。しかし、事業者から、期限までに報告が

なかったことから令和６年９月 30 日に、調査妨害ということでその旨を公表した

ところでございます。その後、被害に遭った消費者の方から詳しくお話を伺うな

どして、事業者の手口について調査を進めまして、事業者が債務の履行拒否、ま

たは不当遅延に該当する行為、それから契約解除に伴う返金の拒否、または不当

遅延に該当する行為をしていたということが認められましたので、これらの行為

を行わないように、条例に基づく勧告を行ったところでございます。 

特定商取引法と消費生活条例に基づく措置についての説明は、以上でございま

す。 

 

ただいまの説明につきまして、何か御質問等ございますか。 

 

すいません。ちょっと私の理解が足りないのかもしれないんですけど、２つご
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ざいまして、まず１つ目が、この食品表示法とか景品表示法の事業者は、札幌市

内以外に、道内のみ事業所があるところの数値ということでよろしいんですか。

札幌市内に事業所があるところは、札幌市で対応しているということになります

か。 

 

ご報告しております件数は、道が品質事項で行政措置をとった件数となりま

す。食品表示法では、本社及び事業所がすべて札幌市内にありますと札幌市の所

管となりますので件数に入っておりません。景品表示法は札幌市も含めて道が所

管しております。 

 

道内全部、札幌市内も含めて公取ということですよね。 

 

景品表示法で消費者庁が調査する事案については、公正取引委員会北海道事務

所が調査することとなっております。 

 

わかりました。２つ目なんですけれども、２ページ目の２のコープさんの数値

というのはどこに該当するんだとわからなくて読み取れなくて、措置とか。 

 

令和６年度の欄の食品表示法に基づく指示1件がコープさっぽろの事案となりま

す。 

 

はい。やっぱり措置命令というわけじゃなくてただ指示ということになるので

しょうか。これは公表しているのですか。食品表示法は措置命令ではないという

ことですか。 

 

食品表示法に基づく行政措置で指示・公表を行っています。 

命令ではありません。 

 

指示ということですね。 

 

はい。 

 

ありがとうございます。 

 

他に御質問ある方いらっしゃいますか。 

 

４ページ目の株式会社Ｌｉｎｋの案件なんですけれども、調査妨害公表の処分

を下したときと、勧告の処分を下したときで、登記上の所在地が異なっているん

ですけれども、これはどういうことか、わかれば教えてください。 

 

はい。この事業所に関しましては、ある意味、個人事業者に近い形態で、要は

どこが営業所なのかがわからないということで、その営業所の特定にもかなり時

間を要しまして、何度も登記を取り直して、この公表を行う際に一番直近でとっ

た登記の住所がこちらに載っておりますので、有り体に言えば９月の時点では東

苗穂だったんですが、今年の１月には南 10条西 23丁目に、一応登記上は移転した

ことになっている。もう少し言いますとこの事業者はひょっとしたら北海道には

いなんじゃないかっていう、ちょっと本州の北の方に逃げている。北の方に逃げ

ているというか、そちらの方でやってるという情報を、我々は耳にしています。 

 

ありがとうございました。もしかしたら本州の方でいまだにこの事業活動を続

けているかもしれないということなんですね。 

 

そうですね。どうしても我々は北海道内での被害に反応いたしますので、本州
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太田課長補佐 

 

 

遠藤委員 

 

細井委員長 

 

瀧川委員 

 

での被害については、ウォッチしていないということです。 

 

ありがとうございます。引き続きこの案件なのですけれども、消費者個人の方

から、道立消費生活センターにもおそらく相談がかなり寄せられてるのかなと思

うんですけれども、その交渉状況とかそのあっせん状況は、どういうふうになっ

ているのですか。 

 

すいません、ちょっとそちらについては、今手持ちの資料もございませんし、

結構突っ込んだ話になってきて個人情報にも該当しますので、答えを差し控えさ

せていただいてよろしいでしょうか。 

 

結構です。ありがとうございました。 

 

他にも質問ございますか。 

 

食品表示法とか景品表示法に基づく措置についてですが、消費者からの通報等

によるところも、結構な割合を占めるのか、または行政側での調査を行っている

中で見つけるというようなものなのでしょうか。 

 

はい。情報提供もいただきますが、道で販売店などでの調査なども行っており

まして、その場で表示の欠落などを指導することもございます。 

 

他に御質問ある方はいらっしゃいますか。 

 

遠藤です。特定商取引法の条例に基づく行政指導の関係で、令和６年度 22 件と

いうことだったんですけども、こちらは事業者単位でしょうか、それとも件数で

しょうか。 

 

はい。延べでは計上しますけれども、令和６年に関しましては被っているもの

はなかったはずですので、実数としての 22で間違いありません。 

指導が２回であったり３回やったりという事業者も、年度によってはありま

す。 

 

訪問販売に関する行政指導が一番多いようですけれども、具体的にどのような

内容が多いのか教えていただけますか。 

 

訪問販売ということで言いますと、水道工事、リフォーム工事全般、それか

ら、水回りの修繕、配置薬、置き薬ですね。それから健康食品、灯油タンク洗浄

と修繕。それから、新聞ですね、住宅リフォーム、布団リフォーム、あとは電気

通信事業で、訪問販売で回線の設置をするという事業者もございました。 

 

そうすると特定の商品・役務に偏っているというよりも、内容自体は様々とい

う形ですね。 

 

そうですね。特定のものというよりは、雑多な。訪問販売でもいろいろと扱っ

てる商品・役務が違っているということです。 

 

ありがとうございます。 

 

その他に質問ある方いらっしゃいますか。 

 

すいません。景品表示法の行政指導の件なんですけれども、令和２年度から令

和６年度までの数字が出てるのですが、令和４年度から５年度にかけて、５年度
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（閉会） 

太田課長補佐 

 

６年度とちょっと件数が増えているのかなというふうに見受けられるんですが、

何か理由とか傾向とかがありましたら、教えていただけるとありがたいです。 

 

令和４年度から５年度ということでございますか。 

 

はい。 

 

こちらですね、件数がそれほど多いわけではないものですから、その時々の状

況によります。何か具体的に非常に多かったというようなことではない状況で

す。 

 

５年度にかけて増えてるのとまた、６年度も若干増えてる、増加傾向にあるの

かなというふうにも思うんですが、特にそのあたりは何か理由があってとか、傾

向があってということではないっていうことでしょうか。 

 

その時々によりまして、情報提供の状況が異なっています。食品で有機ＪＡＳ

とかオーガニック表示しているものがあり、他でも不適切な表示があるなど、関

連して、指導となる場合もあります。 

我々の方で注視したものが、その年ごとに、若干、増減しているということも

あります。一概に非常に増えているということでもないかと思います。 

全国事業者の監視は消費者庁で行っており、件数が増加していますが、道内で

もインターネットによる表示が増えてきています。道内事業者のインターネット

表示について監視しているところです。 

 

はい、ありがとうございます。 

 

ネット通販についても、ネット上の表示に関して景品表示法上問題がないかど

うか、消費者庁でもそうなんですが、ネットを巡回しながら法令上の違反がない

かどうかというところに力を入れるようになってきておりまして、そういう意味

では道でも、いわゆる実店舗の景品表示というよりはネット上での確認が多くな

っておりますので、令和６年度は例年に比べて若干数値が増えているという状況

にあります。 

 

その他質問ある方、いらっしゃいますか。そうしましたら、以上で事務局から

の報告事項の説明は終了といたします。 

その他、委員の皆様から御発言はございますか。 

 

（なし） 

 

それでは本日予定された議事につきましてはすべて終了いたしましたので、事

務局にお返しいたします。 

 

 

はい、細井委員長ありがとうございました。 

本日は暑い中、またお忙しい中御出席いただきまして活発な御議論をいただ

き、大変ありがとうございました。感謝申し上げます。 

以上をもちまして、令和７年度北海道消費者苦情処理委員会を閉会いたしま

す。本日はありがとうございました。 

 

 


